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○消防救助技術大会施設賃貸借にかかる一般競争入札の実施　　　　　（防災消防課）12
　　 登　 載　 依　 頼
○地方自治法第 252条の 37第５項の規定による包括外部監査の結果に
　関する報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監 査 委 員）13
○熊本県有明海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する
　規程の一部を改正する規程　　　　　　　　　　　　　（有明海区漁業調整委員会）13
○天草不知火海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する
　規程の一部を改正する規程　　　　　　　　　　（天草不知火海区漁業調整委員会）15
○熊本県内水面漁場管理委員会が管理する行政文書の開示等に関する規
　程の一部を改正する規程　　　　　　　　　　　　　　　（内水面漁場管理委員会）16

　告　　 示

熊本県告示第 381号
　労働組合法（昭和 24年法律第 174号。以下「法」という。）第 19条の 12第３項の規
定に 基づき、第 38期熊本県地方労働委員会委員を任命するため、労働組合法施行令（昭
和 24年政令第 231号）第 21条第１項の規定に基づき、次により労働者委員及び使用者
委員の推薦 を求める。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 推薦する者の資格
　（１）　 労働者委員候補者の推薦資格
　　　　 熊本県の区域内のみに組織を有し、法第２条及び第５条第２項の規定に適合する
　　　 旨の当該候補者の推薦に係る熊本県地方労働委員会の認定を得た労働組合
　（２）　 使用者委員候補者の推薦資格
　　　　 熊本県の区域内のみに組織を有し、労働問題を取り扱うことが主な目的であるか、
　　　 又は業務の主要な部分である使用者団体
２　 推薦される者の資格
　　 委員の任命については法第 19条の４の欠格事項及び国家公務員法（昭和 22年法律第
　120号）、地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）、国会法（昭和 22年法律第 79号）
　等に規定する兼職制限又は兼職禁止規定の適用を受ける。
３　 推薦期間
　　 平成 14年４月 30日から平成 14年６月 10日まで
４　 推薦に必要な書類
　（１）　 労働者委員候補者の推薦
　　 ア　 推薦書
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　　 イ　 法第２条及び第５条第２項に適合する旨の熊本県地方労働委員会の証明書
　　　　 なお、証明の申請については、次の書類をできるだけ平成 14年５月 14日までに
　　　 熊本県地方労働委員会に提出すること。
　　（ア）　 労働組合資格審査申請書
　　（イ）　 労働組合規約（選挙規程及び会計規程を含む。）
　　（ウ）　 労働協約（覚書及び協定書を含む。）の写し
　　（エ）　 役員名簿
　　（オ）　 会社（事業所）の組織表（係別従業員数を記入）
　　（カ）　 調査表
　　（キ）　 会計報告書及び事務分掌規定等
　（２）　 使用者委員候補者の推薦
　　　　 推薦書
５　 推薦方法
　　 ４の（１）及び（２）の推薦に必要な書類のうち、推薦書、労働組合資格審査申請書
　は、熊本県労働雇用課、熊本県労働相談情報センター及び熊本県地方労働委員会に備え
　付けてあるので、直接請求すること。
　　 なお、推薦書、４の（１）のイの証明書は、熊本県労働雇用課、熊本県労働相談情報
　センターのいずれかに提出すること。
６　 推薦書等の様式
　　 別記第１号様式、別記第２号様式及び別記第３号様式とする。
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熊本県告示第 382号
　地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 700条の６の４第３項の規定により、軽油引取
税の特約業者の指定を次のとおり取り消したので、告示する。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子

熊本県告示第 383号
　家畜改良増殖法（昭和 25年法律第 209号）第４条第１項に規定する平成 14年度の定
期種畜検査を次のとおり実施する。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 実施の目的
　　 優良な種畜を確保し、家畜の改良増殖を促進するため
２　 検査対象
　　 家畜改良増殖法第４条に規定する牛の雄、馬の雄及び人工授精に供する豚の雄
３　 検査の期日及び場所

熊本県告示第 384号
　道路法（昭和 27年法律第 180号）第 18条第１項の規定に基づき、次のとおり道路の
区域を変更する。
　その関係図面は、平成14年４月17日から60日間、熊本県土木部道路維持課において一
般の縦覧に供する。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
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指定取消年月日主たる事務所又は事業所の所在地代表者名　　　　称

平成14年３月１日八代市新開町３番80号村� 則光有限会社大和商事

場　　　　　　　　　　　　　　　　所期　　日

菊池郡合志町　　熊本県農業研究センター

玉名郡横島町　　独立行政法人家畜改良センター熊本牧場

５月13日

菊池市　　　　　熊本県畜産農業協同組合菊池支所

菊池郡旭志村　　菊池地域農業協同組合

菊池郡大津町　　熊本県畜産農業協同組合東肥支所

５月14日

菊池郡旭志村　　全国農業協同組合連合会西日本原種豚場５月15日

菊池郡旭志村　　全国農業協同組合連合会西日本原種豚場

菊池郡菊陽町　　古閑牧場

５月16日

阿蘇郡小国町　　阿蘇農業協同組合小国郷中央支所

阿蘇郡産山村　　農事組合法人山鹿酪農組合

阿蘇郡阿蘇町　　農事組合法人狩尾牧場他

５月17日

阿蘇郡蘇陽町　　山口牧場

阿蘇郡一の宮町　熊本県畜産農業協同組合阿蘇支所

阿蘇郡阿蘇町　　白石牧場他

５月20日

阿蘇郡西原村　　社団法人家畜改良事業団熊本種雄牛センター

阿蘇郡西原村　　社団法人熊本県畜産開発公社西原公共育成牧場

阿蘇郡久木野村　久木野村馬生産部会

５月21日

球磨郡上村　　　球磨種雄牛管理所

人吉市　　　　　人吉中央ファーム

球磨郡球磨村　　社団法人熊本県畜産開発公社球磨公共育成牧場

芦北郡芦北町　　中山牧場

５月22日

上益城郡益城町　熊本市農業協同組合家畜市場５月23日



１　 道路の種類、路線名及び区域変更する区間等

２　 区域変更する期日　 平成 14年４月 17日

熊本県告示第 385号
　道路法（昭和 27年法律第 180号）第 18条第２項の規定に基づき、次のとおり道路の
供用を開始する。
　その関係図面は、平成14年４月17日から60日間、熊本県土木部道路維持課において一
般の縦覧に供する。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 道路の種類、路線名及び供用開始する区間等

２　 使用開始する期日　 平成 14年４月 17日

熊本県告示第 386号
　社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第 93条第３項の規定により、熊本県福祉人材セ
ンターから次のとおり名称及び住所の変更の届出があった。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 名称
　　 社会福祉法人熊本県社会福祉協議会
２　 住所
　　 熊本市南千反畑町３番７号
３　 代表者の氏名
　　 潮谷　 義子
４　 福祉人材センター事業を行う事務所の名称
　　 熊本県福祉人材・研修センター
５　 福祉人材センター事業を行う事務所の所在地
　　 熊本市南千反畑町３番７号（熊本県総合福祉センター）
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備 考
延　　　長

（メートル）
供 用 開 始 す る 区 間路 線 名道路の種類

単 道 改990.0

上益城郡矢部町大字田小野字下川原

　　　　　　　　　　　　　  126番１地先から

同　　所　　　大字金内字古園

　　　　　　　　　　　　　1520番　地先まで

稲 生 野

甲 佐 線
一 般 県 道

緊 道 整105.0

上益城郡清和村大字小峰字表田

　　　　　　　　　　　　　2047番３地先から

同　　所　　　　　　　字近道

　　　　　　　　　　　　　1921番１地先まで

小峰川内線〃

備 考
延　　　長

（メートル）

幅　　　員

（メートル）

前

後
区 域 変 更 す る 区 間路 線 名

道路

の

種類

緊 道 整

（交安）

226.5

  4.0

　　～

　　　38.0

前

八代郡鏡町大字両出字七〇〇町三番

割

　　　　　　　1340番３地先から

同　　所　　　　　字七〇〇町五番

割

　　　　　　　1371番１地先まで

八 代 鏡 線

主要

地方

道
226.5

10.0

　　～

　　　38.0

後

緊 道 整

（交安）

157.0

  7.2

　　～

　　　37.0

前
八代郡鏡町大字両出字七〇〇町四番

割

　　　　　　　　78番４地先から

同　　所　　　　　字四番割

　　　　　　  1368番２地先まで

大牟田大鞘

八 代 港 線

一般

県道

157.0

  7.2

　　～

　　　37.0

後



7

６　 変更の届出があった日
　　 平成 14年３月 28日

　公　　 告

熊本県公告第 345号
　宅地建物取引業法（昭和 27年法律第 176号）第 66条の規定による行政処分について、
同 法第 70条第１項の規定により、次のとおり公告する。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 被処分者
　　 商　 号　　　　 株式会社秀栄
　　 代表者氏名　　 代表取締役　 市原　 秀敏
　　 事務所所在地　 熊本県熊本市三郎１－ 11－ 68
　　 免許証番号　　 熊本県知事（２）第 3758号
　　 免許年月日　　 平成 10年２月 22日
２　 処分年月日
　　 平成 14年４月５日
３　 処分内容
　　 免許の取消し
４　 適用条項
　　 宅地建物取引業法第 66条第１項第３号

熊本県公告第 346号
　平成 14年１月 16日熊本県公告第 17号で公告した平成 14年度及び平成 15年度治山・
林道事業における測量、設計・コンサルタント及び現場技術業務に係る有資格者を有する
業者として、別表１及び別表２のとおり認定したので公告する。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
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